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出資等法人の保有する情報の収集及び公開に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大阪市情報公開条例(平成 13年大阪市条例第３号。以下「公開条例」

という。)第２条第１項に規定する実施機関(以下「実施機関」という。) が行う公開条

例第 34条第１項に規定する出資等法人（以下「出資等法人」という。）の保有する情報

の収集及び公開について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（資料の収集及び公開） 

第２条 局等（大阪市市長直轄組織設置条例（平成 24年大阪市条例第 12号）第１条に掲

げる組織、大阪市事務分掌条例（昭和 38 年大阪市条例第 31 号）第１条に掲げる組織、

会計室、消防局、水道局、教育委員会事務局、行政委員会事務局、中央卸売市場、危機

管理監の内部組織並びに区役所、固定資産評価審査委員会の事務局並びに公立大学法人

大阪市立大学及び地方独立行政法人大阪市民病院機構（以下「本市が設立した地方独立

行政法人」という。）の広聴広報委員（広聴広報委員を置いていない局等にあっては、

広聴広報幹事、本市が設立した地方独立行政法人にあっては、当該地方独立行政法人の

理事長が、部長級又は課長級の職員のうちから、当該地方独立行政法人において情報公

開の推進に関する事務を担任するものとして指名した者。以下同じ。）は、当該局等に

おいて所管する出資等法人から、次の各号に掲げる出資等法人の区分に応じ、当該各号

に定める資料（以下「対象資料」という。）を収集し、総務局長に送付しなければなら

ない。 

(1) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 18 年法律

第 50 号。以下「整備法」という。）第 42 条第２項に規定する特例民法法人（特例社

団法人及び特例財団法人） 次に掲げる書面（公開条例第７条第１号に該当する情報

を除く。） 

ア 定款又は寄附行為 

イ 役員名簿 

ウ 社員名簿（特例社団法人に限る。） 

エ 事業概要を記載した書面 

オ 事業報告書 

カ 収支計算書 

キ 正味財産増減計算書 

ク 貸借対照表 

ケ 財産目録 

コ 事業計画書 

サ 収支予算書 

(2) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18年法律第 49号）第

２条第３号に規定する公益法人（公益社団法人及び公益財団法人） 次に掲げる書面

（公開条例第７条第１号に該当する情報を除く。） 
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ア 定款 

イ 社員名簿（公益社団法人に限る。） 

ウ 事業計画書 

エ 収支予算書 

オ 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

カ 財産目録 

キ 役員等名簿 

ク 役員等報酬等の支給の基準 

ケ キャッシュ・フロー計算書（会計監査人の設置が義務付けられている法人に限る。） 

コ 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを 

記載した書類 

サ 貸借対照表 

シ 損益計算書 

ス 事業報告 

セ サからスまでの書類に係る附属明細書 

ソ 監査報告 

タ 会計監査報告（会計監査人を置いている法人に限る。） 

(3) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18年法律第 48号）第２条第１

号に規定する一般社団法人等（一般社団法人及び一般財団法人） 次に掲げる書面（公

開条例第７条第１号に該当する情報を除く。） 

ア 公益目的支出計画実施報告書（整備法第 123条第１項に規定する移行法人に限る。） 

イ 定款 

ウ 財産目録 

エ 役員等名簿 

オ 社員名簿（一般社団法人に限る。） 

カ 貸借対照表 

キ 損益計算書 

ク 事業報告 

ケ カからクまでの書類に係る附属明細書 

コ 監査報告 

サ 会計監査報告（会計監査人を置いている法人に限る。） 

(4) 株式会社 次に掲げる書面（公開条例第７条第１号に該当する情報を除く。） 

ア 定款 

イ 役員名簿 

ウ 事業概要を記載した書面 

エ 事業報告 

オ 貸借対照表 

カ 損益計算書 

キ 株主資本等変動計算書 

ク 個別注記表 
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ケ エからクまでの書類の附属明細書 

コ 事業計画書 

(5) その他の法人 第１号に掲げる書面に相当する書面であって、当該法人の根拠法令

の規定により作成された書面 

２ 局等は、前項の規定により送付した定款又は寄附行為、役員名簿、役員等名簿及び社

員名簿の一部又は全部に変更があったときは、速やかに収集し、総務局長に送付しなけ

ればならない。 

３ 総務局長は、前２項の規定により対象資料の送付を受けたときは、市民情報プラザ運

営要綱の規定に基づき、市民情報プラザに対象資料を配架し、一般の閲覧に供するもの

とする。 

４ 局等は、当該局等が設けるインターネット上のホームページに、当該局等において所

管する出資等法人の組織、事業及び財務に関する基礎的な情報その他必要と認める情報

を掲載するように努めるものとする。 

 

（出資等法人の情報公開の実施状況の報告） 

第３条 局等の長は、当該局等において所管する出資等法人の前年度における情報公開の

実施状況を取りまとめ、毎年５月末日までに、市長へ報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告を取りまとめ、毎年１回、出資等法人の情報公開の実施状況を公

表するものとする。 

 

（施行の細目） 

第４条 この要綱の施行について必要な事項は、主管局長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 13年 10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 19年 10月 23日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 21年４月 23日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 21年 10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 26年 10月１日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、平成 27年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年 10月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

 


